３月議会一般質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤　秀昭

1.早川市政の3期１１年半を総括する

（1） 市政始まって以来の不祥事の中で就任した早川市長に市民が求めたものは「清潔な市政と失われた市政への信頼回復」であった。3期11年半貫かれた政治姿勢「政は正なり」と不祥事の発端となった「公共工事の入札改善策」にどう取り組んでこられたのか伺う。

答　財務部長

平成８年１０月に豊橋市議会に入札制度調査特別委員会が設置され、平成９年３月に「入札・契約制度に関する意見のまとめ」として、１７項目にわたるご提言をいただきました。以来、入札の公正性、コスト縮減等、入札制度の改革改善に取り組んできたところでございます。

具体的な取り組みでございますが、競争の促進及び透明性の確保については、一般競争入札の対象の順次拡大、建設工事の予定価格の事前公表、電子入札システムの導入、一般競争入札の公告及び入札結果などのホームページ掲載を行ってまいりました。

また、不正行為の防止策については、入札前の指名業者の公表廃止、指名停止措置の強化、談合情報処理マニュアルの改正、契約等からの暴力団排除に関する豊橋警察署との合意書の締結などの改善を行ってきました。　

そして、適正な履行の確保につきましては、全ての工事における監督職員を複数体制とする監督体制の充実、工事成績の評定の見直し、さらに平成１９年度からは価格と品質で総合的に評価して最も有利な者を落札者とする総合評価落札方式の試行を行っているところであります。

（1）2問

　11年前の不祥事の引き金となったのは「豊橋東口駅前広場整備に伴う電気設備工事」。そしてその前年の平成7年夏には179社に公正取引委員会より排除勧告がだされていて、談合体質が蔓延していることを改めて浮き彫りにした事件でもあった。その時に、再三、指摘されていたことは、「一部職員しか知らないはずの予定価格が漏れているのではないか」ということであった。

　その予定価格を、Ｈ11年度からは入札後に、Ｈ14年度からは事前公表を試行し、拡大し、Ｈ16年度からは競争入札に付す全ての工事について事前公表されてきた。

　入札制度の改善の取組みの中で、予定価格の事前公表を拡大してきたが、その意図するところは何であったのか。また、事前公表は公平性・透明性の拡大とは裏腹に、経済性が損なわれる傾向もあると思うが、その結果をどう見ておられるのか、確認させていただきたい。

（2） 99年4月には「中核市」となり、「地方分権の推進」と「三位一体改革」の11年半であった。市長はどのように豊橋の「行財政経営」に取り組んできたのか伺う。

答　総務部長　　　

　次に「行財政経営」への取組みについてですが、本市はこの間、住民の身近なところで特色ある行政サービスを展開するため中核市に移行するとともに、高度・多様化する市民ニーズに適確に対応するため、数次に亘る行政改革や事務改善を行うなかで「行政サービスの向上」と「財政の健全化」に努めて参りました。

　また、平成12年度には、全国に先駆けて行政評価システムを導入し事業の選択と集中を行う中で、財源の効果的・効率的な活用を図るとともに、平成17年度には、行政経営の視点に立った本市独自の「経営改革プラン」を策定し、着実な成果を挙げているところです。

　本市におきましては、こうした自主自立の行財政運営に努めているところですが、一方で、地方分権に向けた取り組みは未だ道半ばの状況にあります。今後も、他の自治体と足並みを揃え、真の地方分権の実現に向けた取組みを行って参りたいと考えております。

（2）2問

①11年前の新聞には「ハコ物行政・大きなツケ、市債残高2000億円」という文字が躍っていました。「この新庁舎、新市民病院、豊橋駅東口広場、市営駐輪場メーンスタンドの４大プロジェクト。建設総事業費は約7百億円、このうち国県の補助金が25億円。残りの410億円は市債で賄うとし、これを含め一般、特別、企業の三会計併せて市債残高2000億円」というもの。

就任された時の全会計市債残高は2108億15百万円、公債費比率12.6％、財政力指数は0.99。それで平成18年度末の市債残高はというと全会計で2090億6千万円とほとんど変わっていません。公債費比率も11.8％、財政力指数1.00。

数字で見る限りこの11年間の「財政の健全化」は市民からは見えにくい結果となっています。3期12年にわたる早川市政の総括の意味でお示しください。

（3） この間は「市民に開かれた市政」に「進化するＩＴ技術」が融合し、新たなＩＴコミュニュケーションが展開される時代でもあった。「市民参加の市政」にどのように取り組んできたのか伺う。

答　総務部長　　　
　本市では、市民からの幅広い意見を聞く手段として平成９年から「市長への手紙」と「つぶやきカード」の導入をはじめました。
その後、ＩＴ技術の急速な普及とともに、平成１０年には市のホームページを立ち上げ、その後「市民のメールボックス」の開設、パブリックコメントにおける意見の募集等を行うとともに、インターネットや携帯電話を利用した各種情報提供を行い、市民との情報の共有化を図っています。
今後も、ＩＴ技術を市民とのコミュニケーションを図る有効な手段の一つとして位置づけ、市民参加の市政を推し進めてまいりたいと考えています。
問2

　最近は各自治体のホームページの使い勝手を的確なナビゲーション、サイトの信頼性、魅力あるコンテンツへの誘導の視点からスコアー化してランキングする制度。それによれば主要214市の中の10位、あるいは中部地方では富山県南砺市（なんとし）についで第2位。関係者のご努力を評価するものです。

　あるいは、また市長がめざす「市民に開かれた」「市民主役の街づくり」「市民協働・協創」の角度から市のホームページを見れば情報検索や施設予約、各種申請などの入り口は明確ですが、「豊橋の路面電車の発展にお役に立ちたい」「豊橋の530運動の発展にお役に立ちたい」といったアプローチの面からは、さらに工夫がいるのではないか。

　開会中の国会で税制関連法案が成立すると「ふるさと納税制度」がスタートします。正確には「ふるさと」に寄付する制度であり、「ふるさと」は以前に住んでいた自治体でなくてもいい。自分の故郷や好きな町を寄付で応援する仕組み。そのため寄付を呼び込む努力をする自治体が目立ってきた。鳥取市は「鳥取砂丘応援基金」の条例制定の準備を始めたし、福井県は「あなたの力が福井を元気に！」と寄付を呼び込むためのホームページのサイトもすでに開いている。こうした面からのご努力をお願いするものです。

　しかしまた、ＩＴ技術とはまったく縁遠い市民が多くおられるのも実態です。先日も、豊橋市保健所からおいでいただき、「食の安全」について出前講座をおこなっていただきましたが、「食の安全に関する緊急情報は豊橋市のホームページの豊橋市保健所のサイドで随時発信していますが、見られた方はありますか」との質問に、47人の中に誰も手を上げませんでした。ＰＣや携帯でＨＰのアリアルな情報に接することができる人と、デジタルデバイドというかまったくそういう接点がない人との間の情報格差は広がるばかりではないのかという問題意識を持っています。

　こういう人たちとの手作りコミュニュケーションをどのように図って市民参加の市政を展開していくのかここらにも意を注いでいただきたい事をお願いし質問としては終わっておきます。

（4） 「地域格差」「地域再生」と「地方経済」を取り巻く施策も様々に展開された。豊橋の地域資源－農業と港を生かした豊橋の確たる活性化のためにどのように取り組んできたのか伺う。

答　産業部長

　始めに、農業についてでございます。農業を生かして本市を活性化するため、まずは農業そのものを活性化することが不可欠でございます。そのため、最も基本となるのが人材と農地であり、認定農業者を中心とする担い手の育成確保とほ場整備など基盤整備に努めて参りました。

　さらに、近年では全国有数の生産額を誇る本市の農業を生かして産業全体の活性化を図るべく、IT農業の推進、農産物輸出の促進、食農産業クラスターの形成など産学官や異業種連携の取り組みを展開してきたところでございます。

次に、三河港につきましては、まず、自動車港湾という特徴を活かしながら総合物流港湾への発展を目指し、平成11年から稼動をはじめたコンテナターミナルの整備拡充、平成15年4月のリサイクルポートの指定、5月の国際自動車特区の認定、平成16年6月に地域再生計画として認定を受けた国際自動車産業都市計画などの展開により、この地域の特徴である自動車を中心とするものづくり産業を基軸に港湾を活用する様々な方策を進め、地域経済の活性化に努めてまいりました。
　それぞれについてご説明申し上げましたが、農業にしても、港にしても、いずれも産業基盤の柱として豊橋の元気の源となる貴重な地域資源であることに変わりなく、これらを有効に生かしながら本市の活性化に取り組んでいるものでございます。

問2

　三河港が特定港に指定されて昨年10月で10周年。それはまた早川市政の歩みでもあったわけです。今春からは二基目のがんとリークレーンが稼動しますし、今年秋には港湾計画の改訂も予定されているので質問としては終わっておきます。

　２月21日、2008都市エリアフォーラムｉｎ豊橋－「都市エリア産学官連携促進事業の開発成果集としてのスマートセンシングシステムの開発と応用」の催しに参加させていただきました。一つは「産業を支える」面から、もう一つは「ＩＴと農業の融合をめざす」面からの研究内容やその開発計画を学ばせていただきました。

　このプロジェクトは文部科学省のプロジェクトで・愛知県・豊橋市の支援を受け、㈱サイエンスクリエイトが中核機関となって共同研究・共同開発・技術移転がなだれてきたもので、1億円づつ3年間、さらに発展型となって2億円づつ3年間、計9億円という国費が投入されてきました。そして今年度で一定区切りを迎えたわけです。

6年間、9億円のこの取組みを地域産業活性化にどう結びつけ、持続可能なイノベーションシステムに構築していくのか伺いたい。

（5） 少子高齢化社会の中でこの間に「介護保険」制度も発足し、「障害者自立支援」の取組みも始まった。豊橋の地域福祉にどう取り組んできたのか伺う。

答　福祉保健部長

　本市の地域福祉への取り組みについてでありますが、少子高齢社会が進展し、社会福祉の仕組みと考え方が大きく転換する中で、平成16年度に豊橋市地域福祉計画を策定し、「子どもから高齢者まで、すべての人が健康的で生きがいを持ち、安心して暮らせる地域社会の実現」を基本理念として福祉のまちづくりを推進しております。

　具体的には、地域福祉活動の総合拠点施設である「あいトピア」における諸事業の実施、今後増加する団塊世代への活動促進事業、介護保険制度と障害者自立支援制度における本市独自の利用者負担軽減や生活基盤の安定に資する事業などを実施しております。今後とも市民協働の基本姿勢を保ち地域福祉の推進に取り組んでまいりたいと考えております。

問2　

　早川市長の時代にＨ11年には豊橋市が中核市に移行し、Ｈ12年（2000）に介護保険制度が始まりました。　「介護保険制度は市町村が実施主体となって取り組む地方分権の試金石」ともいわれました。初年度（Ｈ12年度決算）の介護保険特別会計決算額は7,334百万円、Ｈ17年度決算では13,426百万円と1.8倍に膨らんでいます。中でも施設サービス給付費は4,636百万円から6,425百万円と1.38倍。居宅介護サービスは1,918百万円から6,499百万円と実に3.4倍に膨らんできている。居宅サービスは中身が多様であり、利用勝手も改善されその利用額は増大し続けると思われます。そこにまた行政側のチェックが追いつかない実態が、例えば「コムスン「「ニチイ学館」「ジャパンケアサービス」の訪問介護大手で介護報酬の不正請求が相次いだことが明るみにでました。

　国は平成17年6月の「介護保険法等の一部を改正する法律案に対する付帯決議」で「市町村の保険者機能の強化及び介護給付費の適正化を一層推進するため、居宅サービスの実施状況を、保険者において国民健康保険団体連合会と連携し、より正確に把握・管理するシステムの確立を早急に図るとともに、介護費用通知の実施拡大、不正請求の防止を徹底すること」としています。がその方途はとなると居宅サービス利用者の二人に一人が認知症といわれる高齢弱者であり、在宅密室という環境下で行われている。また介護保険は地方にとって第二の公共投資というべき雇用創出事業ともなっている。

すなわち市町村は介護保険の保険者としての機能強化と膨らみ続けるであろう財政責任を担い、一方で地域の雇用と地域振興の推進者としての二面性があるわけで、市町村の役割には自ずから限界があるわけで、ここらを地域福祉を担う市長としてどのように認識しておられるのか伺っておきたい。
（6） 「明日を担う豊橋っ子の教育」こそ、地方政治が果たさねばならぬ未来への責任である。市長は豊橋の子供たちに何を期待し、どのように取り組んできたのか伺う。

答　教育長

未来の豊橋を託す子どもたちは，豊橋の大切な宝であり，未来への架け橋であります。わたしたちには，この宝を大切に育て輝かせる大きな義務と責任があります。

子どもには，優しさと思いやりの心を備え，新たな時代を切り開き，たくましく生き抜く人間に成長してほしいと強く願っております。そのためには，子どもがもつ秘められた無限の可能性を引き出し，輝かせる場を学校内外に創出するための教育環境を整備することが，何より不可欠であると考えます。

しかるに，今日の子どもを取り巻く環境に目を向けたとき，学校・家庭・地域社会それぞれにおいて，教育力が十分に機能しているとは言い難い現状があります。そこで，まずは，「学校文化の再生」をめざす中で，学校を核とする地域ぐるみの教育システム構築に向けた様々な取り組みをしてきております。　　

一方，子どもたちにこれからの時代を生き抜くための資質と能力を身につけさせることも，大きな使命であります。そこで，国際人を育てる「英会話のできる豊橋っ子」育成事業，勤労観・職業観を育てるキャリア教育などにも取り組んでおります。

こうした教育環境整備，時代に対応した教育の推進こそ，未来を担う心身共に健全な人間の育成につながるものと考えております。

問2

　特色ある学校教育をめざして、特に「英会話のできる豊橋っ子」への取組みは、外国籍市民との共生という面からも大いに期待されるところであります。

　ところで、昨年の通常国会で教育関連三法案の改正が行われた。「地方教育行政法」の改正では文部科学相による教育委員会への是正の指示・要求権ができた。できたというより「地方分権一括法」では削除されたものが復活したというべきかも知れない。

　また、「教員免許法改正」では十年に一度、三十時間以上の講習が教員に義務付けられ、免許が更新性となる。また「学校教育法改正」では副校長や主幹などが置かれ、学校の運営体制が強化される。

最近公表された新しい学習指導要綱はゆとり教育による学力低下の反省に立ち、役40年ぶりに小中学校の授業時間を増加させ、ゆとり教育のシンボル「総合学習」の時間を削減し主要強化の授業時間増加をうたっている。

昨今の教育をめぐる混乱は、きのう今日に始まったものではない。いじめ、不登校、学力低下などの問題はかねてから存在しており、表面化するたびに対策が講じられてきた。今、目の前にいる子どもたちの思いを、そして息遣いを目で、耳で、五感をフルに使って感じ取っていく。その作業、その環境作りが必要でないか。

そのためにも、教育行政の推進のためには教育も市町村の総合行政の重要な一分野であるはずであるからこそ、生き生きとした教育行政の推進のためには、子供に最も近い、教育現場に最も近い市町村が主導することが肝要ではないか。

市町村に学級編成権、教員定数権、教員人事権をもって教育の制度設計ができるような教育の地方分権こそ教育改革の最優先課題でないか」と考えるが市長の所見を伺いたい。
（7） この間、環境問題も地方の優先的政治課題となった。その中で豊橋の高温燃焼溶融炉導入問題は大きな決断であり、議会も含めて大きなエポックであった。先人の築いた「530のまち」の資産を「環境文化都市」へどう展開してきたのか伺う。

答　環境部長　　　

環境文化都市を標榜する本市といたしましては、環境基本条例の制定や環境基本計画を策定し、その理念を明らかにする中で各種の施策を展開してまいりました。

こうした中で、主な施策を列挙いたしますと、資源化センターにおけるガス化溶融炉の導入やスラグの有効活用、更には、プラスチックリサイクルセンターの開設、加えて、余熱を利用した「りすぱ豊橋」の建設、そして、新規最終処分場の確保など市民に密着した事業展開を積極的に推進し、市民の負託に精一杯応えてまいりました。

また、本市の誇りとして、１人の市民の発想から始まった５３０運動や地域に身近なものとしての実践活動がございます。

こうした先人の英知が全国に発信できたこと、この風土が市民の環境ボランティア活動などの醸成などに大きく貢献してきたものとも思っております。

こうしたものは、本市の資産であり、宝として引き続き大切にしてまいりたいと思っております。

問2

　早川市政11年はまたごみ行政・4廃棄物行政の11年半でなかった。特に、就任直後からの次世代型焼却炉導入を巡っての約18ヶ月に渡る議会論議は行政と議会との緊張感ある関係が続き、この事が豊橋再生の大きな原動力になったのではないかと確信しています。平成14年（2002年）4月の新焼却炉完工式を経ての運用稼動。排出されるスラグも当局のご努力で今では100％再利用されているということです。

また、この時に提案した「豊橋環境村構想」が「エコビレッジ構想」として、具体化され、一帯がプラスチックリサイクルセンター、リスパ豊橋、来年のファーマーズマーケットと具体化されてきたことを評価するものであります。
　また循環型社会への大きな転機の中で、長く続いた５分別から、６分別、７分別と分別の拡大、またプラスチックごみの全量リサイクルへの取組み、など廃棄物行政の取組みの11年半でもありました。
　
それで、あえて言えば、今年末には待望のＬＲＶが導入されるわけで「ＬＲＴ導入に伴う路面電車を前面に打ち出した街づくり」に特化したまちづくり施策を展開すべきであると考えます。あれもこれもではなく、特化した象徴的な環境施策を打ち出すべきだと考えます。6月には「新市民プール」が、そして「こども未来館」が、「ココラフロント」が、さらには「芸術劇場」が整備されてくるとますますその意味合いは時代の要請になってくると考えます。

また、エコビレッジには、バイオマスタウン構想の具体的実証施設が張り付いて、次世代エネルギー拠点に進化させていただくようなご努力をお願いしたい。

（8）豊川流域のリーダー都市としての市長の役割と責任は大きい。「設楽ダム」問題は、新たな段階を迎えて新たな検討依頼事項も明確になってきた。また「広域連携」は次の「三河市」構想への確かな歩みのはずである。これらへの市長の今日までの対応と認識を伺う。

答　企画部長

本市のまちづくりの基本理念は「ともに生きるまち」ですが、これは人とともに、地域とともに、そして自然や時代、世界とともにという意味です。ここでいう地域とは、本市はもちろんのこと、広く東三河地域を展望してのものであります。そうした意味で、これまで本市は常に東三河全体の発展をめざし、広域的な取り組みを推進してきました。

その一端が東三河広域協議会での取り組みや消防通信指令業務の共同処理、東三河農業共済組合の設置、豊川水源基金の水源林保全流域協働事業などで、東三河を広域共同圏域として、こうした事業を多分野で進めてまいりました。こうした、東三河全体での課題の検討や解決に向けての取り組みが、東三河の各市町村間のまとまりを強くしてきたものと認識しています。

設楽ダム建設につきましては、最終局面を迎えていますが、この問題も、上下流合わせた豊川流域全体の発展という広域的な課題であり、ダム建設により影響を大きく受ける上流域の方々の気持ちや、設楽町の活性化を念頭に進めていくことが重要だと認識しています。

こうした、住民も行政もそして議会も、東三河は一体であると強く認識できるよう、今後も一層の広域連携を進めてまいりたいと考えています。

問2

　先日、豊根村の熊谷村長とお話しする機会がありました。「過疎が進む山の中で、それでもなんとかみんなで乗り切れるが、救急医療のことだけは村民の命にかかわることであり、最大の政治課題である」と話しておられましたが、今回、医療問題解決に広域研究会を立ち上げ特に山間部で深刻な医師不足や救急医療体制の不備に向け、積極的に痛みを共有しながら早急な問題解決に取り組まれようとする取組みには大いに評価し、期待するものです。

それと同じように、設楽ダム問題につきましても、ダム建設により影響を大きく受ける上流域の方々の気持ちや、設楽町の活性化を念頭に進めていくことが重要だと認識になんら異論を挟むものではありません。また、７日の代表質問の答弁にもありましたように、「上下流が共存共栄できるように、県と協力して、一定の合意を取り付けたい」として、リーダーシップを大いに発揮していただきたいものです。

その上で、9月議会でも申し上げましたが特に、中山間地の問題です。深刻な高齢化の問題、一方で若年者の比率は低下の一途。（高齢化率　設楽町：40％、東栄町44％　若年層（〇～14）設楽町：645人10％15年間で半分、東栄町361人8.2％　歳入に占める地方交付税率　設楽町　38.6％、東栄町　50.9％　財政力指数0.24）は人口構成の変化と共に所得の低下や財政力の低迷で、教育・医療・福祉面でも大きな不便を強いられているのが現実。過疎に伴う生活の不便や行政サービスの低下が新たな過疎を生むと言う悪循環にある実態です。

しかも、この実態はさらに進み、後期高齢化率が50％を越える時も時間の問題です。ゆえに受益地として上流地に答えていくという発想だけでなく、中山間地の農業、林業、そして地元の公共工事を中心に雇用創出の唯一の地場産業である建設業などの、付加価値の高い産業への転換に豊橋がリーダーシップを取って大いに知恵と力を発揮していくことこそ最重要課題ではないのかと申し上げたい。

同じ市内のことであれば、放置できるでしょうか。これくらいの気概で取り組むべきではないのかと申し上げたいのですが、ご所見を伺いたい。
問3

　あの不祥事から一年たった9月議会で「豊橋は再生に向かっているか」、２期8年経ったときに、04年9月議会で「８年間の早川市政と新たな展望について」、そして今回と都合3回に渡って質問させていただいた。
　「豊橋を信頼される街にしなければならない」と早川市長が初登庁されたのは平成8年11月18日。当時は愛知万博、中部国際空港、新首都機能移転というビッグプロジェクトが横たわっていた。設楽ダムが８千㌧でなく、１億㌧に大きく計画変更されてきたばかり。また三河港港湾計画、一方で「三河湾浄化推進協議会」の８年間の取り組みを経て、地方都市が開いた国際会議「ＣＬＥＡＮ　ＳＥＡ９６　ＩＮ　ＴＯＹＯＨＡＳＩ」が夏に大成功で終えたばかりで三河湾の開発と保全という大きなテーマが横たわっていました。

あるいは表浜のゴルフ場問題は待ったなしの結論が求められていましたし、新焼却炉導入についても機種選定が大詰めの段階。国においても翌年の4月1日から消費税が3％から5％に上がる寸前。

そこへ55年体制でいう保守系市長が長く続いた豊橋の歴史の中に、約10年、ほとんど社会党の国会議員だった人が、市長となって登場してきた。どんな政策判断とリーダーシップを取るのだろうか。それも難問山積、いささかの停滞も許されない中で、大いに注目された。

「ほい、市長さん、あんたは設楽ダムについては賛成なんか、反対なんか」。初当選の夜、市長の下にお祝いに駆けつけた山間地の首長さんの言葉が地元紙に紹介されていますが、この言葉に全てが集約されていました。

そのうえで、こうして、議論をしてきますと、右肩下がりの、それも国も地方もスリムな行財政運営を強いられる中で、「政は正なり」を貫いて、きちんと実績を積み重ね、一期目で市政の信頼を回復しながら種をまき、二期目で育て、三期目で花を咲かせて来られたのではないかと思うわけです。それも、従来にない行政評価や、環境、教育、何よりも市民が主役という揺るがぬ視点で、地方政治の質を変えながら花を咲かせてこられた。

その意味から、今秋の市長選は豊橋市にとっても、東三河にとっても極めて大きなエポックです。かねがね申されているように、三河市構想は第二段階に入りました。最近、東三河研究センターがまとめられたように湖西市、新居町も含めてこの地域の一体的な発展作りには7割が賛同し、そのリーダーは市町村長であると6割の人が答えているのです。

この秋、もう一度立候補され、この流れを確たるものにされたらいかがかと考えますがどうか。もしも、3期12年でけじめをつけられるとするなら、次の市長はどのようなイメージの人と考えられますか。率直にお答えください。

